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事実の概要

　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関す
る法律（以下、「団体規制法」という）は、平成 7（1995）
年の地下鉄サリン事件（オウム真理教の構成員が、
同団体の活動として、東京都内の地下鉄電車内で毒
性物質であるサリンを散布して、12 名を殺害し、3,000
名を超える者にサリン中毒症の傷害を負わせた事件）
を受けて制定された。
　同法は、過去に無差別大量殺人行為を行った団
体であって再びそのような行為に及ぶ危険性があ
ると認められるものに対し「公安調査庁長官の観
察に付する処分」を行いうる旨を定めている（5
条 1 項）。この処分を受けた団体には、役職員・
構成員の氏名・住所等、当該団体の活動の用に供
されている土地・建物の所在・用途等、当該団体
の資産等及びその他「公安審査委員会が特に必要
と認める事項」を公安調査庁長官に報告すべき義
務が課される（同条 2 項及び 3 項）。また、特に必
要があると認められるときは、公安調査官による
立入検査も行われる（7 条）。この処分は、「3 年
を超えない期間を定めて」行うものとされている
が、その期間を更新することも可能である（5 条
4 項）。
　オウム真理教を改称して発足したＸ（原告）に
対しては、平成 12（2000）年に最初の観察処分
がなされ、これは、その後 3 年ごとに 6 回にわたっ
て期間が更新されている。本件は、平成 27（2015）
年 1 月に公安審査委員会が行った 5 回目の期間
更新処分に対して、Ｘが提起した取消訴訟である。
　ところでＸは、本件処分までに、代表者であっ
た者が脱退して別団体Ａを設立した結果、少なく

とも 2 つの団体に分裂して現在に至っている。し
かし、本件処分は、両者が 1 つの組織体である
という認識の下、ＸだけでなくＡも名宛人として
なされていたという事情があった。

判決の要旨

　１　団体規制法と憲法 14条
　団体規制法が「事実上、オウム真理教を対象と
した臨時措置法的性格を有することは否定し難
い」が、「団体規制法の文言をみても、オウム真
理教のみを適用対象とするという規定はなく」、
同法 1 条上「あくまでサリンの使用は例示にと
どまるし、同法 4 条 1 項の無差別大量殺人行為
の対象の限定も、……同法施行後に行われた無差
別大量殺人行為は除外されていない。制定附則 2
項も、……オウム真理教あるいはその後継団体が
全く存在しなくなった場合には、直ちに団体規制
法を廃止する趣旨のものとはいえない。そうする
と、団体規制法が処分的法律であって、一般的・
抽象的法規範に該当しないということはでき」ず、

「団体規制法が憲法 14 条……に違反するという
ことはできない。」

　２　団体規制法 5条 3項と信仰告白の自由
　団体規制法 5 条 3 項 1 号は、「団体の役職員又
は構成員が当該団体の活動として無差別大量殺人
行為を行い、当該団体が現在も危険な要素を保持
していると認められる場合に、人的要素という側
面からその活動状況を明らかにし、当該団体が無
差別大量殺人行為に及ぶ危険性の程度を把握する
ための一要素とする趣旨である」。「構成員の氏名
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及び住所の報告は、現在も無差別大量殺人行為の
実行に関連する危険な要素を有する当該団体の活
動状況を明らかにさせるためのものであって、当
該団体やその構成員の内心の信仰の自由に容かい
するものではない」から、「5 条 3 項 1 号自体が、
宗教団体である当該団体の構成員の信仰の告白を
強制するものとはいえないし、宗教団体の沈黙の
自由を不当に侵害するものともいえない。」

　３　団体規制法と宗教的行為・結社の自由
　「信教の自由を制約する法律の規定が公共の福
祉による必要かつ合理的なものといえるかどうか
は、当該法律について、〈1〉規制目的の内容と規
制の必要性、〈2〉規制される自由の内容及び性質、

〈3〉具体的な規制の態様及び程度、〈4〉規制手
続の内容等を比較較量して決するべきである」。
　団体規制法は「専ら当該団体の世俗的側面を対
象とし、かつ、専ら世俗的目的によるものであっ
て、宗教団体や信者の精神的・宗教的側面に容か
いする意図によるものではない。団体規制法が観
察処分等によって保護しようとする利益は、国民
の生命・身体の安全を始めとする国民生活の平穏
を含む公共の安全であり、極めて重要な公益を保
護することを目的と」し、「観察処分等による規
制は、その必要性が高い」。観察処分等の規制措
置は、「危険な要素を保有する団体の活動状況を
明らかにさせるには必要なものであり、かつ、規
制の程度も合理的な範囲内にとどま」り、「報告
義務や立入検査が、信者の信仰生活に影響を与え
ることがあるとしても、それはあくまで間接的か
つ事実上のものにとどまる」。また、観察処分等は、

「その手続の適正も担保されている」。
　以上からすれば、団体規制法の定める観察処分
等は、「必要かつやむを得ないものであって、合
理的な制約であるということができるから、観察
処分等を定めた同法が憲法 20 条……に違反する
ということはできない。」

　４　本件原告と分派Ａとが団体規制法における
　　　同一の団体に該当するか
　本件更新決定時の原告とＡにおいて「一つの組
織体としての独自の意思を決定し得る仕組みが
存在していたとは認められず」、両者が「一つの
組織体としての独自の意思決定に従い共同の行動
をとり得る関係にあると認めることはできない」。

「Ａと原告が一つの団体であると認めることがで
きない以上、本件更新決定のうちＡを対象団体と
した部分は、違法であるといわざるを得ない。」

判例の解説

　一　本判決の位置づけ
　団体規制法に基づく観察処分等が訴訟で争われ
るのは、本件が初めてではない。当初の観察処
分に関して東京地判平 13・6・13（判時 1755 号 3
頁。確定。以下「①判決」という）、第 1 回更新処
分に関して東京地判平 16・10・29（訟月 51 巻 11
号 2921 頁。確定。以下「②判決」という）、第 3 回
更新処分に関して東京地判平 23・12・8（訟月 59
巻 8 号 2012 頁。以下「③判決」という。なお、控訴
審は東京高判平 25・1・16 判時 2184 号 14 頁）が存
在する。それらと比べたとき、本判決は、当初の
観察処分を受けた団体が複数の集団に分派・分裂
した場合に、それらの集団を 1 つの組織体とみ
て期間更新処分をすることができるか否かが最大
の争点とされ、本件原告と分派が 1 つの団体だ
とはいえないとして、本件処分のうち分派を対象
団体とした部分を取り消した点が特徴的である。
　ただ、本件には、これまでの裁判例と同様、看
過できない憲法問題が含まれており、ここでは、
処分的法律の合憲性と信教の自由の制約の問題に
絞って取り上げることとする。

　二　法律の一般性原則と団体規制法
　周知のように、法律の一般性・抽象性は、実質
的意味での法律の内容である法規に関して一般
的・抽象的な法規範と解する立場からすれば憲法
上要請されることは当然として、国民の権利・義
務に着目して法規を定義する見解においても、法
規の重要な要素と理解されている。そして、団体
規制法は、事実上オウム真理教及びその後継団体
にしか適用されないことから、これが憲法上許さ
れるか否かが問題となる。
　この問題について、本判決は、同法が「事実上、
オウム真理教を対象とした臨時措置法的性格を有
すること」を認めつつも、「一般的・抽象的法規
範に該当しないということはできない」と説いて
いるが、この説示には疑問がある。
　本判決は、その理由として、団体規制法上オウ
ム真理教が名指しされているわけではないことを
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指摘するが、問題は立法者の真の意図であり、名
指しの有無は重要ではない。また、例えば同法 1
条の「例えばサリンを使うなどして」という文言
は、同法の制定過程において、「この法律の対象
がオウムに限る……という趣旨」１）で、与野党 4
党で合意された法案修正によって挿入されたもの
であって、単なる例示ではない。本判決が下敷き
にしたと思われる②判決が指摘するように、当時
法務大臣が「法文上その対象はオウム真理教に限
られるわけでは」ないという答弁２）をしていた
ことは事実である。しかし、一般的な法規範とし
ての体裁が取り繕われているとはいえ、団体規制
法の適用範囲の拡大をいかに防ぐかが国会審議に
おける焦点の一つとなる中、修正案提案者・法務
大臣によって再三にわたって同法は実際にはオウ
ム真理教にしか適用されないという説明・答弁が
繰り返されていたことからすれば、同法は専らオ
ウム真理教のみを対象とするというのが立法者の
意思だとみるべきであろう。にもかかわらず、同
法の適用対象はオウム真理教に限られるわけでは
ないと強弁することは、まさしく国会審議で懸念
が示されていた法律のひとり歩きと適用対象の拡
大に道を開くことにならないか。
　もちろん、団体規制法が一般性・抽象性を欠い
ているからといって、直ちに違憲になるわけでは
ない。同法以外にも現実には個別的事項を対象に
規律する法律が多数存在することは周知の通りで
あり、有力な学説によれば、「権力分立原理の核
心的領域が侵害」されず、特定人・特定事件のみ
の規律を正当化する「実質的・合理的理由が存在」
する場合には、そうした法律も否定されないとさ
れる３）。これに対しては、処分的法律は、法の支
配に反するがゆえに、憲法自身が認めた例外（95
条）を除いて否定されるとする傾聴に値する見解
もある４）。とはいえ、実際上処分的法律の必要性
を否定することはできず、団体規制法に則してい
えば、少なくとも国民の生命を保護するという目
的を「他に……実効的に実現するための代替手段
がなく、かつ、現行法の解釈適用によってはこの
目的を達成することができないという、きわめて
限定的な場合」５）には、処分的法律も許容せざる
をえないように思われる。団体規制法がこの条件
をみたしているかは、実体上の問題にもかかわる
ため、次節以下で検討する。

　三　一般構成員の氏名・住所の報告義務と
　　　消極的な信仰告白の自由
　団体規制法の合憲性を争う際の難しさは、観察
処分によって侵害されるとされる具体的利益をど
う構成するかという点にある。観察処分がなされ
ても、団体としての活動が禁止されるわけではな
い。そうすると、どのような具体的利益の侵害を
問題とすればよいのか。この点、②判決では漠然
と信教の自由の侵害が主張されていたが、③判決
において「信仰の告白を強制されない自由」とい
う具体的利益を示して信教の自由の侵害を主張す
るという工夫がなされ、本件でもこれが踏襲され
ている。
　さて、消極的な信仰告白の自由は、一般に内心
における信仰の自由として絶対的に保障されると
説かれており６）、団体規制法による構成員の氏名・
住所の報告義務が信仰告白の強制に当たるという
ことになれば、同法 5 条 3 項 1 号の規定は、「信
教の自由の中核部分」７）を侵害するものとして直
ちに違憲ということになる。
　本判決は、構成員の氏名・住所の報告は「当該
団体やその構成員の内心の信仰の自由に容かいす
るものではない」と結論づけているが、その根拠
は必ずしも明確ではない。ただ、以前、③判決
において、「当該団体の構成員の氏名及び住所等
の情報は……専ら世俗的な事項であり、信者個人
の宗教面の内心の自由の告白を求めるものではな
い」と説かれたことがあり、本判決もそれに倣っ
たのかもしれない。しかし、本件で問題となって
いるのは、単なる氏名と住所の報告ではない。オ
ウム真理教の構成員という属性を伴った氏名・住
所の報告が問題となっているのであり、これを信
仰とは無関係な事項というのは無理があろう。
　仮に、氏名・住所は、内心そのものではなく、
外形的な事実にすぎない――それゆえ、その報告
を義務づけることも憲法上許される場合がある―
―と考えるにしても、信仰と密接に関連する事実
が問題となっている以上、その報告の義務づけが
許されるかどうかは、別に検討することが必要で
あり（本判決は、これを検討していないが）、かつ、
この検討は厳格に行われるべきであろう。
　そうすると、役職員の氏名・住所を超えて８）、
一般の構成員についても氏名・住所の報告を義務
づけることが最小限度のものといえるか否かが問
われることとなるが、この判断は結局、観察処分
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の対象となる団体が組織的に無差別大量殺人行為
（あるいはその準備行為）を繰り返す危険がどの程
度あるかによることになろう。この点、団体規制
法はその虞が一般的・抽象的にあれば足りるとい
う立場を前提としており９）、本判決もそれを是認
しているようにみえるが、しかし、「明白かつ現
在の危険までは要求されないにしても、……相当
の蓋然性は要求される」というべきであろう 10）。
それゆえ、団体規制法 5 条 3 項 1 号の規定を合
憲といいうるためには、少なくとも一般構成員の
氏名・住所について報告義務を課している部分は、
無差別大量殺人行為が繰り返される相当の蓋然性
がある場合に限定して解する必要があるように思
われる（①判決も参照）。

　四　報告義務・立入検査と宗教的結社の自由
　他方で、宗教的行為及び宗教的結社の自由に係
る主張は、どのような具体的利益を問題にしたい
のかが判決文からは明確とはいいがたい。原告は、
報告義務と立入検査とによって、「信者は、事実上、
信仰生活を継続することを断念せざるを得なくな
り、……宗教的結社の自由を侵害する」と主張し
ていたようであるが、報告義務と立入検査の受忍
義務が単に原告にとって負担だという以上の説得
力ある主張が必要だったのかもしれない。アメリ
カ合衆国の例になるが、本件と同様に団体構成員
の名簿の開示命令の合憲性が争われた NAACP 対
アラバマ 11）で、一般構成員の名簿の強制的開示
が結社の自由の実質的な制約と認められたのは、
過去にこれを開示した結果、構成員が失業や強迫
などに曝されていたことが争いの余地なく示され
ていたという事情があったからであった。
　本判決は、宗教的結社の自由の制約の合憲性を
判断するに当たり、宗教法人オウム真理教解散
命令請求事件（最一小決平 8・1・30 民集 50 巻 1 号
199 頁）を引用して比較衡量の枠組みを用いてい
る。その際、本判決は、考慮要素の 1 つとして「規
制される自由の内容及び性質」を挙げているにも
かかわらず、具体的な検討では、被侵害利益の不
明確さのためか、「観察処分等に基づく報告義務
や立入検査が、信者の信仰生活に影響を与えるこ
とがあるとしても、それはあくまで間接的かつ事
実上のものにとどまる」とごく簡単に触れるにと
どまっている。これに対しては、当然、「構成員
が被り得る不利益ないし支障の程度の評価が適切

になされたのか」という疑問があり 12）、観察処
分という仕組みが原告の結社活動に与える不利益
を実質的に検討することが求められる。
　結局、団体規制法の合憲性をめぐる疑問は、本
判決でも十分に払拭されたとはいいがたい。確か
に、宗教団体がその施設内で毒ガスを製造し、こ
れを地下鉄車内で散布して乗客を無差別に殺傷す
るという例をみない事件を前に、当該団体の活動
状況を明らかにし、その再発を防止するためには、
同法が「臨時措置法的」あるいは「緊急特例的」
な措置 13）としてやむをえなかったことは理解で
きる。ただ、やむをえない例外的措置だったから
こそ、同法は「5 年ごとに、……廃止を含めて見
直しを行う」（附則 2 項）ものとされたのではな
かったか。にもかかわらず、同法は、3 度にわたっ
て延長され、当初の観察処分から数えるとすでに
18 年以上が経過して現在に至っており、いつま
でこれを続けるのかを考える必要がある。
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